

Ⅰ　届出制度の概略
　１　特定工場とは
製造業（物品の加工修理を含む。）、電気供給業、ガス供給業及び熱供給業に属する事業所であって、　　　　　　敷地面積が９,０００㎡以上又は建築面積が３,０００㎡以上であるものをいいます。
　２  届出義務等
　（1）特定工場を新設し又は変更しようとするときは、原則として工事着手の９０日前までにあらかじめ、その旨の届出をしなければなりません。ただし、実施制限期間の短縮申請により、審査に要する期間（３０日程度）まで短縮される場合があります。
　（2）必要な届出をしなかった場合、虚偽の届出をした場合等については、罰則の定めがありますから注意してください。
　３　新設、変更等
　（1）新設（様式第１、上記の実施制限期間の短縮を申請する場合には様式Ｂ）
　　　①　特定工場用地の造成、土盛り等を含みます。
　　　②　非特定工場が用途変更、規模の拡大により特定工場に該当することとなる場合を含みます。
  （2）変更（様式第１、上記の実施制限期間の短縮を申請する場合には様式Ｂ））
 　　 ①　敷地面積の変更。（移転登記等の９０日前までに届出を必要とします。）
②　生産施設面積の変更。（スクラップ＆ビルドを含む。）ただし面積の減少のみの場合は届出を要しま
せん。
③　緑地、緑地以外の環境施設の面積の減少。ただし、減少する面積の合計が１０㎡以下の場合等は届出を要しません。（保安上その他やむを得ない事由により速やかに行う必要がある場合に限る。）
④　生産施設の修繕(パイプ・壁・屋根の取換え等)により３０㎡以上面積が増加する場合は必要としま
す。
⑤　製品の変更
  （3）そ の 他（以下に該当するときは事前に照会してください。）
　　　①　法人名、本社所在地の変更。（事後届出、様式第２）
　　　②　合併、譲受、相続等による地位の承継。（事後届出、様式第３）
４　準則
　　　特定工場に対しては「工場立地に関する準則」によって、工場と周辺地域の調和を図るための拠るべき基準として次のような規制があります。
  （1）生産施設面積の敷地面積に対する割合が、下表に定める割合以下であること。（兼業の場合は、事前　　　　   に照会してください。）
	業　　　　種　　　　の　　　　区　　　　分
	敷地面積に対する
生産施設の面積の割合

	１種
	化学肥料製造業のうちアンモニア製造業及び尿素製造業、石油精製業、コークス製造業並びにボイラ原動機製造業
	１００分の３０

	２種
	一般製材業及び伸鉄業
	１００分の４０

	３種
	窯業・土石製品製造業（板ガラス製造業、陶磁器・同関連製品製造業、ほうろう鉄器製造業、七宝製品製造業及び人造宝石製造業を除く。）
	１００分の４５

	４種
	鋼管製造業及び電気供給業
	１００分の５０

	５種
	でんぷん製造業、冷間ロール成型形鋼製造業
	１００分の５５

	６種
	石油製品・石炭製品製造業（石油精製業及びコークス製造業を除く。）及び高炉による製鉄業
	１００分の６０

	７種
	その他の製造業、ガス供給業及び熱供給業
	１００分の６５


（2）緑地および環境施設について
　　　特定工場の、敷地面積に占める緑地の割合（緑地面積率）及び環境施設面積の割合（環境施設面積率）
は、地域ごとに基準を定めています。
（3）緑地等の敷地面積に対する割合
	
	準工業地域
	工業地域、工業専用地域、用途の定めのない地域
	住居地域、商業地域

	緑地面積率
	１０％以上
	５％以上
	２０％以上

	環境施設面積率
（緑地含む）
	１５％以上
	１０％以上
	２５％以上

	重複緑地算入率
	５０％以下
	５０％以下
	２５％以下


　（4）緑地以外の環境施設は緑地によって代替できますが、その逆はできません。　　　
（5）環境施設の配置については、環境施設面積率の６０％以上に相当するものを敷地の周辺部に配置してください（準工業地域：９％以上、工業地域、工業専用地域、用途の定めのない地域：６％以上、住居地域、商業地域：１５％以上）
　　※昭和４９年６月２８日にすでに立地されていた工場については、増設時に緑地等の設置義務がありますが、面積率の緩和がありますのでご相談ください。
Ⅱ　届出必要書類
	届 出 の 区 分
	届　　　　出　　　　書
	添　　付　　書　　類　　等

	新設の届出

（法第６条第１項）
	(1)特定工場新設(変更)届出書 （様式第１、様式Ｂ）
(2)特定工場における生産施設の面積      （別紙１）
(3)特定工場における緑地及び緑地以外の環境施設の面積及び配置（別紙２）
(4)工業団地の面積並びに工業団地共通  施設の面積及び配置（別紙３）
※法第４条第１項第３号イに規定する工業団地特例が適用される工業団地内に設置する場合に限る。
(5)工業集合地の特例に係る緑地等の配置（別紙４）
※工業集合地の隣接緑地等として認められる場合に限る。
	(1)事業概要説明書（様式例第１）
(2)生産施設、緑地、環境施設、その他の主要施設の配置図（様式例第２）
(3)特定工場用地利用状況説明書（様式例第３）
(4)工事の日程を説明した書類（様式例第４）
(5)工業団地内の工場敷地、共通施設、公共道路その他の主要施設の配置図
※左欄（４）に該当する場合に限る。
(6)隣接緑地等の配置図
※隣接緑地として認められる場合に限る。

	変更の届出
既存工場で、昭和４９年６月２９日以降、  最初の変更を行う場合
(一部改正法附則第３条第１項)
	上の欄に同じ
	上の欄に同じ

	変更の届出
上記新設・変更の届出をした工場で、その後に変更をする場合
（法第８条第１項）
	(1)特定工場新設(変更)届出書(様式第１又は様式Ｂ)

(2)特定工場新設（変更）届出書の作成方法のⅠの３の（２）の変更要件を参照すること。
	(1)上の欄の(1)､(2)､(5)のうち変更に係るもの
(2)工事の日程を説明した書類（様式例第４）

	氏名等の変更届
（法第１２条第１項）

	○氏名（名称・住所）変更届出書（様式第２）
	

	届 出 の 区 分
	届　　　　出　　　　書
	添　　付　　書　　類　　等

	合併、譲受、借受、相
続等による地位の継承
（法第１３条第３項）
	○特定工場承継届出書（様式第３）
	(1)承継者は、変更の届出が必要となる場合がある。
(2)被承継者が、特定工場を廃止する場合  は廃止届出書が必要である。

	廃止の届出
	○特定工場廃止届出書
	


※　法人代表者（特定工場の長が法人代表者から委任を受けて届出をしている場合にあっては、委任者・受任者の双方又は一方）の変更及び住所表示の変更は、届出を要しません。
代理人が届け出る場合は、代表者の委任状（様式例第５）が必要です。ただし、委任者・受任者のどちらにも変更がない場合には、新たに作成する必要はありませんので、前回届出の際の委任状（写し）を添付してください。
Ⅲ　届出書のあて先、提出先及び部数
     井原市長をあて先として、正副２部提出してください。
Ⅳ　お問い合わせ先
　　井原市建設経済部商工課企業誘致係　
　　　住所：井原市七日市町１０番地（井原市地場産業振興センター２Ｆ）

　　  電話：0866-88-0050

